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個室ビデオ店等に係る防火安全対策における旅館業行政との連携について 

 

 

 旅館、ホテル等の宿泊施設の防火安全の推進に係る関係行政機関との協力に

ついては、「旅館、ホテルに係る防火安全について」（昭和５６年 1 月２４日付

け消防予第２１号）で示された「旅館ホテル防火安全対策連絡協議会における

了解事項」等に基づき実施をお願いしてきたところです。 

去る平成２０年１０月１日に発生した大阪市個室ビデオ店火災を受け、個室ビ

デオ店等に係る防火対策については、「個室ビデオ店等に係る緊急調査及び防火

対策の徹底について」（平成２０年１０月１日付け消防予第２５５号）、「個

室ビデオ店等に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２０年１０月７日

付け消防予第２５７号）によりその徹底等をお願いしているところですが、こ

のたび、厚生労働省健康局生活衛生課長より各都道府県衛生主管部長等あて「い

わゆる個室ビデオ店等に対する旅館業法の適用に関する指導の徹底等につい

て」が別添のとおり通知されました。 

これを踏まえ、消防機関の行う立入検査等を通じて、宿泊サービスが提供され

ている個室ビデオ店等（消防法施行令別表第一（二）項ニに掲げる用途に供さ

れているもの）や、旅館業法の許可を受けていないが宿泊サービスを提供して

いるため消防法施行令別表第一（五）項イとして取り扱うべき施設であるもの

を把握した場合においても、当該施設等の存する地域を所轄する保健所と連携

して指導を行う等、地域の実情に応じて旅館業行政機関との連携を推進される

ようお願いいたします。 

各都道府県消防防災主管部長にあっては、貴都道府県内の市町村に対してそ

の旨周知するようお願いします。 

なお、本通知は、消防組織法第３７条の規定に基づく助言として発出するも

のであることを申し添えます。 






